


































Ⅰ 解除の趣旨 ･目的- 解除の担保的機能から
見た場合









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































としているところである (民563条 ･565条 ･

























































































































































































































































































































































































































































法学28巻 1号 (1994年)1頁以下,斎藤哲志 ｢フ
ランスにおける契約の解除- 解除訴訟における
判事の役割を中心 として (1)(2･完)｣法学協会






78巻 12号 (2005年)1頁 以 下,79巻 1号 (2006
年)61頁 以 下,杉 本 好 央 ｢仏 民 1657条 小 論
(1)･(2･完)｣大阪市立大学法学雑誌54巻 1号











号 (2001)300頁 以 下,42巻 1号 (2001)167頁
以 下,42巻2号 (2002)165頁 以 下,43巻 1号
(2002)463頁以下,43巻2号 (2003)257頁以下,
遠山耗弘 ｢不履行 と解除 (1)～ (3･完)｣北海学
園大学法学研究42巻3号 (2006年)585頁以下,

























制度が存在 していたことにつ き,斎藤 ･前掲注
(2)｢フランスにおける契約の解除 (1)｣1312頁
以下を参照｡




6) 古 くは,冨井政事 ｢売主権論｣法学協会雑誌 3
号 (1884年)14頁 以 下,4号 (1884年)12頁 以
下がこれを指摘する｡
7) 例えば,後藤 ･前掲注 (2)9頁｡
8) ｢一種の自力救済的テクニック｣ とい う表現も使

















13) 田原 ･前掲注 (12)74頁注 (13)0














































学 法 学 紀 要20号 (2000年)69頁 以 下,21号
(2000)227頁以下参照｡
21) 鶴藤 ･前掲注 (20)｢旧民法典における解除と損
害賠償 との関係について (2･完)｣242頁｡













24) 北村 ･前掲注 (23)116頁｡
25) 形成権 としての解除の発展が (取消 しのそれと
共通 して),どのような社会 ･経済的要請を背景に
持 っていたのかとい うことについては,本田 ･前
掲注 (2)237頁以下が,次の3つを挙げる｡すな
わち,① ｢迅速性｣- 急速な発展 を遂げた近代
資本主義社会は,取引活動を活発化 させると共に
契約関係の精算の迅速性 も求められていたこと,


































るものとして,遠山 ･前掲注 (2)｢不履行 と解除
(3･完)｣382頁以下｡
29) ドイツ民法典の第一草案の審議過程については,






















とい うのが,支配的な見解であった (鶴藤 ･前掲





32) 鶴藤 ･前掲注 (2)｢契約の解除と損害賠償 (1)｣
453頁など｡
33) 鶴藤 ･前掲注 (2)｢契約の解除と損害賠償 (1)｣
453頁など｡
34) このような理解は,すでに,後期普通法時代の





前掲注 (2)｢契約の解除 と損害賠償 (1)｣449頁
以下)0
35) 鶴藤 ･前掲注 (2)｢契約の解除と損害賠償 (1)｣
452頁｡
36) 鶴藤 ･前掲注 (2)｢契約の解除と損害賠償 (1)｣
452頁｡
37) 鶴藤 ･前掲注 (2)｢契約の解除と損害賠償 (1)｣
439頁以下｡
38) 鶴藤 ･前掲注 (2)｢契約の解除と損害賠償 (1)｣
440頁｡
39) 注30)を参照｡
40) 鶴藤 ･前掲注 (2)｢契約の解除と損害賠償 (1)｣
438頁｡










前掲注 (2)｢契約の解除 と損害賠償 (1)｣443頁
以下)0













































49) 例えば,潮見佳男 『債権総論 [第2版]Ⅰ』(信
山社,2003年)434頁が指摘するところを参照｡
















ている (このあた りの検討は,倉森林 (鹿野莱穂
子 (訳))｢台湾民法における契約解除の要件 と効
果一比較法的検討｣ジュリ1359号 (2008年)147























見 ･前掲注 (26)305頁以下注 (86)(87)を参照｡
56) 不能の原因が例えば,債務者の引き受けていな
かった事情の場合は,以上のようになるし,逆に,
債務者の健康管理不十分のために死んだのならば,
填補賠償の請求ができるので,なおさら,契約関
係を維持することに意味があることになるであろ
つ0
57) 基本方針 [3.1.1.59]では,債務者に履行不能
等が生 じた場合に,債権者に代償請求権を認めて
いる｡従来,代償請求権は危険負担における最終
的な公平を図るための調整原理 として,比較的狭
く理解 されてきた面もあるが,基本方針は履行請
求ができない場合に広 く代償請求権を認めている
(北居功 ｢契約の効力 と契約の解除｣法律時報81
巻10号48頁,49頁注 (34))｡
58) 比較法的に言えば,CISGが契約の当然の終了
を否定 し,意思表示による契約の解除 ･終了とい
う構成を採 っている｡
59) ドイツ民法典の起草過程を踏まえ,改正提案に
ついての検討をするものとして,前掲注 (2)の遠
山論文がある｡
